
〇策定から4年が経過し、目標値（人口密度や都市機能の充足）の達成状況や、現状
の調査・分析等、評価を実施。今後は、中心市街地を含めた地域拠点における機能
強化が重要。

〇近年、各地で大水害が発生する等、自然災害が頻発・激甚化。本市では中心市街地
をはじめとした居住誘導区域に浸水想定区域（洪水）が存在。

＋
２. 改定の背景

○「第２次熊本市都市マスタープラン（H21）」にて、人口減少・高齢化の進展が見
込まれる中でも、長期的に都市活力を維持するためコンパクトで持続可能な都市づ
くりに向けて、誰もが移動しやすく暮らしやすい都市を目指し「多核連携都市」を
都市の将来像として位置づけ。

〇その実現に向け都市機能集積や居住誘導を図る区域等を示した「熊本市立地適正化
計画（H28）」を策定。

熊本市立地適正化計画改定（素案）の概要

 
 都市機能誘導区域（中心市街地） 

 都市機能誘導区域（地域拠点） 

 

中心市街地及び15箇所の地域拠点（都市機能誘導区域）

３．改定の主な内容（素案）

（１）都市機能集積や居住誘導等に関する施策展開の方向性等の盛り込み

・現計画で示す “施策展開の視点” に、評価結果や防災視点の強化等を踏まえた“都市機能集積や居住誘導等に関する施策展開の方向性等”を追加。

③地域コミュニティの維持活性化
1 地域コミュニティ活動の支援

2 農業の多面的機能の促進

3 市街化調整区域における開発行為

の厳格化

②居住誘導区域における人口
密度の維持
1 空き地等の解消・良好な道路環境の

改善

2 都市計画制度等の活用による居住の

誘導

3 民間建築物の防災機能強化

①都市機能誘導区域における
都市機能の維持・確保
1 中心市街地のにぎわい創出

2 都市のスポンジ化対策

3 都市計画制度等の活用による都市

機能の維持・確保

4 社会福祉施設等の維持・確保

5 魅力あふれる都市空間の形成

④公共交通ネットワークの充実
1 基幹公共交通の機能強化

2 バス路線網の再編

3 コミュニティ交通の導入

4 公共交通の利用促進 など

中心市街地を含めた地域拠点の機能強化を推進
・目標値の達成状況や現状の
調査・分析等、評価結果
・防災視点の強化や行動様式の
変化など考慮すべき新たな視点

①都市機能誘導区域における
都市機能の維持・確保

②居住誘導区域における人口
密度の維持

④公共交通ネットワークの充実

③地域コミュニティの維持活性化

各委員から頂いたご意見等
・地域拠点毎の特性把握
やそれを踏まえた施策などの
必要性
・空き家・低未利用地活用
の必要性 など

施策展開の視点
（現計画）

⑤防災視点の強化
・ハード、ソフト面の取組によるリスク回避・低減

⇒８章「防災指針」に詳細を記載（次ページに概要記載）

(今後)
地域特性を踏まえた施策を
検討

地域の特性を踏まえた整備・支
援スキームの検討(地域別カルテ
の作成)
・機能強化・誘導
・交通結節機能強化
・地域資源活用
・人口集積基盤の強化 など

・合意形成後、適宜、新たな
施策等について立地適正化
計画に反映

１.熊本市立地適正化計画について

施策の推進に向けた地域の理
解促進、合意形成
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視点毎に方向性及び具体的施策の盛込み
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・民間建築物等の防災機能強化 【災害リスク回避】（中期）
・河川整備推進 【災害リスク低減（ハード）】（長期）
・校区防災連絡会などの設立促進 【災害リスク低減(ソフト)】（短期） など

１）各地区における災害リスク分析等による課題の抽出及び まちづくりの将来像と取組方針

○防災担当部局等が保有するハザード情報（洪水や地震等）と都市部局が保有する都市情報等を活用し災害リスク分析等を実施。
○分析等の結果のうち、防災のための取組や行動につながるものを“目安”として明示するとともに、各地区における防災上の課題を整理。
〇抽出した課題を踏まえ、防災に関するまちづくりの将来像と取組方針を設定。

浸水深

ハザード情報

熊本市立地適正化計画改定（素案）の概要

都市の情報等 分析の視点

浸水到達時間

家屋倒壊等氾濫
想定区域

浸水継続時間

建物階数

避難所の分布

具体的な取組(一部抜粋)

○取組方針に基づき、災害リスクの回避、低減に必要な具体的な取組を
整理するとともに、整備（取組）目標及び効果目標を設定。

垂直避難で対応できるか

避難施設・備蓄倉庫が活
用できるか

備蓄倉庫の分布

高齢者の分布
早期避難が必要か

備蓄量が足りるか

長期に道路が使用不可の
地域がないか

市民・地域・行政が、居住誘導区域等における災害リスクを自覚し受け止めた上で、そのリスクや取組
方針等を共有することで、具体的な取組や行動につなげていく、災害リスクに備えた多核連携都市。

・まちなか再生プロジェクトの活用などにより、中心市街地の建替数を令和11年度までに100件（市）
・緑川の現河川整備計画を令和25年度、白川の現河川整備計画を令和32年度までに完了（国）
・要配慮者利用施設における避難確保計画作成率を令和3年度までに100％(市民(施設管理者))
・自宅周辺の浸水リスクの認知度について、令和7年度までに50％（市）など

・計画規模降雨時の洪水浸水想定区域内居住人口の削減（現状: 約302,000人⇒R22: 242,000人)

・地域防災力の向上（校区防災連絡会などの設立（R5：100％) など）

まちづくりの将来像

効果目標

各地区における防災上の主な課題と取組方針

４．今後のスケジュールについて

課題

取組方針

（２）防災視点の強化（「防災指針※」の追加）

３．改定の主な内容（素案） （つづき）

２）具体的な取組

整備(取組)目標(一部抜粋)

※居住等の誘導を図る区域のリスク分析等を行い、分析等の結果や課題を踏まえた取組方針・具体的取組をとりまとめ

洪
水

R2

・垂直避難に必要な建物階数
・避難所までの距離
・地域版ハザードマップ作成率等

取組・行動につながる目安

地震に関する項目としてハザード
情報や都市情報を整理

【ハザード情報】
・各断層帯地震による揺れやすさ
・液状化の危険度
・津波浸水想定 など
【都市の情報など】
・耐震性が十分でない木造建築物
の割合

・避難所の耐震性
・インフラの耐震化率など
（道路、橋梁、上水、下水）

実態を踏まえ課題や取組を整理
（耐震改修・建替促進、

インフラ耐震化など）

浸水深 0.5ｍ未満

浸水深 0.5ｍ以上3.0ｍ未満

浸水深 3.0ｍ以上5.0ｍ未満

浸水深 5.0ｍ以上10ｍ未満

居住誘導区域
市街化区域

※点線枠( )は地震関連

地
震

○多核連携都市推進協議会での協議や、議会報告・市民意見聴取
等を通し、今年度中の改定を目指す。

R3

※第２回多核連携都市推進協議会
（11/24開催）での主な意見

・氾濫時に流速が早くなる
エリアの情報も明示して
はどうか。

・市も協力しながら地域版
ハザードマップ作成率を
高めることが重要。

・地震に関するハザード情
報等も追加してはどうか

など

※

など
など

など


